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研究要旨 

【目的】 

都道府県において、平成30年度からの第３期医療費適正化計画を実施するに当たって、

実施状況の継続的な把握およびPDCAサイクルの実践に向けた取り組みが必要である。しか

し、データ分析に基づくPDCAサイクルの実践のノウハウは十分に蓄積されていない。そこ

で本研究では、どの都道府県においても十分に高い質でのデータ分析に基づいたPDCAサイ

クルの展開と計画の推進ができるよう、国から提供しているレセプト情報・特定健診等情

報データベース（NDB）を詳細に集計したデータセット（提供データセット）、NDBオープ

ンデータ、国保データベース(KDB)システムを含む健診・医療等の情報の活用方法について

提案するとともに、地域においてデータを活用したPDCAサイクルの実践ができる人材育成

方法を開発することを目的とする。 

【方法】 

 以下の３つの分担研究を進めた。 

（１）都道府県医療費適正化計画に係るデータ分析のための教材・ツール類の開発に関す

る研究 

 提供データセットおよび公的調査統計等を用いた見える化教材・ツール類を開発した。 

（２）都道府県医療費適正化計画推進のためのデータ活用マニュアルの開発 

 上記１で作成した見える化データの具体的な読み解き方を手順書の形で整理したマニュ

アルを作成した。 

（３）レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を活用した糖尿病関連の診療行

為と医療費の都道府県別地域差分析 

 NDBを用いた具体的な分析方法を例示した。 

5



【結果】 

（１）（２）提供データセットの見える化資料、国保データベース(KDB)システムの経年分

析ツール、都道府県・市区町村別・死因別SMRの経年推移の要約図を作成、また、医療費適

正化計画の実施状況の継続的な把握と評価のためのデータ活用方法を手順書の形でマニュ

アル化した。両者を併せて使うことで、医療費適正化計画のPDCAサイクルのためのデータ

活用が推進されることが期待される。 

（３）平成26年患者調査のデータおよび第2回NDBオープンデータを使用して、都道府県差

の要因を抽出し、人口当たり糖尿病医療費との関係を評価する方法を具体的に示した。人

口当たり糖尿病医療費の都道府県差の要因として、受療率の他、DPP-4阻害薬処方箋料やSU

薬後発医薬品の使用量が関与していることが考えられた。 
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Ａ．研究目的 
都道府県において、平成 30 年度から第３

期医療費適正化計画を実施するに当たって、

実施状況の継続的な把握及び PDCA サイク

ルの実践に向けた取り組みが必要である。

しかし、データ分析に基づく PDCAサイクル

の実践のノウハウは十分に蓄積されていな

い。そこで本研究では、どの都道府県にお

いても十分に高い質でのデータ分析に基づ

いた PDCA サイクルの展開と計画の推進が

できるよう、国から提供しているレセプト

情報・特定健診等情報データベース（NDB）

を詳細に集計したデータセット（提供デー

タセット）を含む健診・医療等の情報の活

用方法について提案するとともに、地域に

おいてデータを活用した PDCA サイクルの

実践ができる人材育成方法を開発すること

を目的とする。 
 
Ｂ．方法 
本研究の最終成果物は、データ活用マニ

ュアル（人材育成プログラムを含む）およ

び関連するツール・教材の開発であること

から、以下の３つのテーマについて研究を

進めた。 
【１】都道府県医療費適正化計画に係るデ

ータ分析のための教材・ツール類の開発に

関する研究 
 以下の視点から、提供データセット及び

公的調査統計等のデータを用いて見える化

資料を作成した。 
Ⅰ．予防できる疾患を予防する 
（１）死因別死亡とリスク因子の特徴を把

握する 
①死因別標準化死亡比(SMR)の特徴把握 
②リスク因子の特徴要約 
（２）入院・外来別、全疾病および疾病別

医療費の特徴を把握 

①疾病別医療費の特徴 
②保険者別医療費の特徴 
③経年推移の確認 
Ⅱ．後発医薬品の数量シェアを改善する 
（１）後発医薬品の数量シェアを保険者別

に把握 
（２）後発医薬品の数量シェアを薬効別に

把握 
（３）後発医薬品の切替後薬剤費を保険者

別に把握 
（４）後発医薬品の切替後薬剤費を薬効別

に把握 
【２】都道府県医療費適正化計画推進のた

めのデータ活用マニュアルの開発 
 上記【１】で作成した見える化データの

具体的な読み解き方を、以下の視点から手

順書の形で整理したマニュアルを作成した。 
Ⅰ．予防できる疾患を予防するためのデー

タ分析の進め方 
（１） 各種データの相互関係（上下関係）

を認識する 
（２）平均寿命・健康寿命・死因別死亡・

リスク因子・生活習慣の概要を把握する 
（３－１）疾病別医療費の特徴と課題を把

握する 
（３－２）保険者別医療費の特徴と課題を

把握する 
（４）関係者分析を行い具体的な対策を立

案する 
Ⅱ．後発医薬品の数量シェアを改善するた

めのデータ分析の進め方 
（１）後発医薬品の数量が大きく数量シェ

アが低い保険者・薬効を確認する 
（２）後発医薬品の切替効果額が大きい保

険者・薬効を確認する 
（３）関係者分析を行い具体的な対策を立

案する 
 本マニュアルの開発に当たっては、都道
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府県の医療費適正化計画担当者向けにワー

クショップを開催し、見える化資料の解説

と読み解きのグループワークを行い、デー

タ活用法に関する意見を収集し、それを踏

まえてデータ活用マニュアルを改良し完成

させた。 
【３】レセプト情報・特定健診等情報デー

タベース（NDB）を活用した糖尿病関連の

診療行為と医療費の都道府県別地域差分析 
 平成 26 年患者調査の統計表にて都道府

県別の糖尿病患者受療率を抽出した。第 2
回 NDB オープンデータの医科入院外レセ

プトより「医学管理等（都道府県別算定回

数）」の集計表から都道府県別の糖尿病透析

予防指導管理料を抽出した。また、調剤レ

セプトより「内服（外来（院外）都道府県

別薬効分類別数量）」の集計表から、ジペプ

チジルペプチダーゼ-4 （DPP-4）阻害薬の

処方箋料、スルホニル尿素薬（SU 薬）後発

医薬品の使用割合について分析した。なお、

本研究では NDB オープンデータが公表対

象としているデータのみを解析した。都道

府県別人口は平成 27 年国勢調査の値を使

用した。人口当たり糖尿病医療費と各要因

との関係を評価するために相関分析を行っ

た。 
 
Ｃ．結果 
【１】都道府県医療費適正化計画に係るデ

ータ分析のための教材・ツール類の開発に

関する研究 
方法で示した全ての見える化資料（PDF

ファイル約 2 万 8 千件およびエクセルツー

ル）を作成した。 
【２】都道府県医療費適正化計画推進のた

めのデータ活用マニュアルの開発 
 ワークショップには、36 道府県から 64
名の参加があった。グループワークで作成

したワークシートおよび終了時アンケート

による意見収集を行い、データ活用マニュ

アルを改良・完成させた。ワークショップ

の講義・演習内容は、ビデオ教材として編

集・作成し、見える化教材と併せて都道府

県での研修等に使えるように DVD に収録

した。 
【１】【２】は全て DVD に収録して都道

府県に送付し、提供データセット以外の資

料やツール類（KDB の見える化ツール等）

は、国立保健医療科学院ホームページ「地

方自治体における生活習慣病関連の健康課

題把握のための参考データ・ツール集」に

掲載する。（下記 URL） 
https://www.niph.go.jp/soshiki/07shougai/
datakatsuyou/ 
【３】レセプト情報・特定健診等情報デー

タベース（NDB）を活用した糖尿病関連の

診療行為と医療費の都道府県別地域差分析 
 糖尿病患者受療率と人口当たり糖尿病医

療費の相関分析では、両者には高い正の相

関が認められた。各都道府県において、35
歳以上の推計患者数の割合は全年齢の推計

患者数の 0.97 以上を占めていた。人口当た

り DPP-4 阻害薬処方箋料と糖尿病医療費

の間に正の相関が認められた。40 歳以上に

処方された割合は 0.99 であった。SU 薬後

発医薬品割合と糖尿病医療費との間には負

の相関が認められた。人口当たり糖尿病透

析予防指導管理料と糖尿病医療費には、相

関は認められなかった。40 歳以上の指導管

理料の割合は 0.98 であった。 
 
Ｄ．考察 
データを活用して施策を推進するために

は、１．データを「収集・登録」する（法

整備等も含む）。２．大規模データを「加工・

集計」する（便利なデータベースシステム

等の利用）。３．最適な「解析」を行う（疫
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学・統計学理論に基づく）。４．解析結果を

「解釈（分析）」する（医学知識など保健医

療分野の専門知識が必要）の４段階が必要

であろう。NDB の提供データセットはこれ

らのうち、１と２を実現するものであり、

３と４を進めるためには見える化や読み解

きのノウハウを蓄積してマニュアル等を作

成し、活用のための人材育成プログラムを

提供していく必要がある。分担研究【１】

で作成した各種見える化資料は３を担うも

のであり、【２】で作成した「データ活用マ

ニュアル」は４の段階を担うものである。

両者を併せて活用することで、都道府県医

療費適正化計画のＰＤＣＡ推進のためのデ

ータ活用が推進されることが期待される。

また、NDB オープンデータでも膨大な情報

が提供されており、分担研究【３】を参考

にして、活用事例が広がっていくことが望

まれる。

Ｅ．結論

NDB の提供データセット及び公的調査

統計等のデータを用いて見える化資料を作

成し、具体的な読み解き手順を整理した「都

道府県医療費適正化計画推進のためのデー

タ活用マニュアル」を作成した。NDB オー

プンデータの活用事例を示した。これらを

併せて活用することで、都道府県医療費適

正化計画のＰＤＣＡ推進のためのデータ活

用が進むことが期待される。
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